
今治看護専門学校学則施行細則 

 

平成２０．４．１制定 

令和 ４．４．１改定 

令和 ５．４．１改定 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は、今治看護専門学校学則（以下「学則」という。）の施行に関し、必要な事項を定める。 

 （授業科目の履修） 

第２条 学則第７条別表に規定する授業科目は、すべて必修とする。 

２ 授業時間は、１時限につき４５分とする。 

３ 授業ごとに出欠を確認する。 

 （学科試験） 

第３条 学則第９条に規定する学科試験は、次のとおりとする。 

（１）第一・第二看護学科 

  ア 授業科目については、各学期末又は必要に応じて行う。 

  イ 学科試験の方法は、筆記、口頭、レポート、実技等とする。 

  ウ 学科試験に対する評価は、優（８０点以上）・良（７０点以上８０点未満）・可（６０点以上７０

点未満）及び不可（６０点未満）とし、可以上を合格とする。 

  エ 筆記による試験は、原則として１科目につき５０分とする。 

  オ やむを得ない理由により試験開始後３０分以内の遅刻をした者については、受験を認める。ただ

し、試験の時間は延長しない。 

  カ 試験中の退場は、試験開始後３０分を経過しなければならない。 

（２）准看護科 

  ア 授業科目については、必要に応じて行う。 

  イ 学科試験の方法は、筆記、口頭、レポート、実技等とする。 

  ウ 学科試験に対する評価は、６０点以上を及第とする。 

  エ 筆記による試験は、原則として１科目につき４５分とする。 

  オ やむを得ない理由により試験開始後３０分以内の遅刻をした者については、受験を認める。ただ

し、試験の時間は延長しない。 

  カ 試験中の退場は、試験開始後３０分を経過しなければならない。 

 （追試験） 

第４条 学則第９条第３項に規定する追試験は、次のとおりとする。 

（１）追試験を受けることができる者は、病気その他やむを得ない理由により第３条の学科試験を受ける

ことができなかった者とする。 

（２）追試験を受けることを希望する者は、別に指定する日までに追試験願を提出しなければならない。 

（３）正当な理由なく、又はあらかじめ届け出ることなく学科試験を受けなかった者は、追試験を受ける

ことはできない。 

（４）追試験の成績評価は、得点の８割とする。 

 （再試験） 

第５条 学則第９条第５項に規定する再試験は、次のとおりとする。 

（１）再試験を受けることができる者は、第３条の学科試験又は第４条の追試験において不合格となった

者とする。 

（２）再試験を受けることを希望する者は、成績判定の後、再試験願を提出しなければならない。 

（３）再試験は、原則として１回限りとする。 

（４）再試験は、得点が６０点以上を合格とし、この場合において成績評価は６０点とみなす。 

 



 

 （試験の不正行為） 

第６条 学科試験、追試験又は再試験の受験中に不正行為を行った者に対しては、その試験の得点を０点

にするとともに学則第３１条に規定する懲戒を行う。 

 （実習の評価） 

第７条 学則第９条に規定する実習の評価は、実習指導者及び専任教員が平素の実習状況及び内容、提出

された諸記録並びにレポート等により総合的に行う。 

２ 学校長は、実習の評価が不合格の者に対して、再実習を行うことがある。 

３ 第３条第１号ウ及び同条第２号ウの規定は、実習評価について、第５条第４号の規定は、再実習の評

価について準用する。 

 （授業科目履修の制限） 

第８条 第一看護学科にあっては、学則第１０条第１項の規定にかかわらず、学校長は、特定の授業科目

について、一定の他の授業科目の単位を修得していない場合は、その履修を認めないことがある。 

２ 第二看護学科にあっては、1 学年の基礎看護学実習の単位を修得していない場合は、２学年の実習の

履修を認めないことがある。 

 （授業科目の認定） 

第９条 第一・第二看護学科にあっては、学則第１０条第３項に規定する一つの授業科目に係る出席時間

数が所定の３分の２以上ある場合であっても、所定の授業時間数に満たないときは、学科試験、実習評

価等の結果にかかわらず、再履修しなければ当該授業科目について合格しないことがある。 

 （補習） 

第１０条 准看護科にあっては、欠課又は欠席により学科又は実習が所定時間数に満たない場合は、当該

学科又は実習について補習を受けなければならない。 

２ 前項の規定は、第１２条に規定する特別の欠席であっても同様とする。 

３ 臨地実習の補習は、原則として季節休暇に実施する。 

 （欠席、欠課、遅刻等） 

第１１条 欠席、欠課、早退又は遅刻についての取扱いは、次のとおりとする。 

（１）学生・生徒は、欠席、欠課、早退又は遅刻をする場合は、別に定めるところにより事前に学校長に

届け出なければならない。ただし、やむを得ない事情により事前に届け出ることができなかった場合

は、事後においてすみやかに届け出るものとする。 

（２）前号の欠席について、病気又は負傷により引き続き７日間以上欠席する場合は、医師の診断書を添

付しなければならない。 

（３）授業開始後、出席しなかった時間が１時限につき３０分を超える場合は、欠課として取扱う。 

（４）授業開始後、出席しなかった時間が１時限につき３０分以内の場合は、遅刻又は早退として取扱う。 

 （特別の欠席） 

第１２条 学則第２３条各号に規定する学校長が定める欠席は、次のとおりとする。 

（１）学校保健法（昭和３３年法律第５６号）第２２条第３項において準用する同法第１２条の規定によ

り出席停止をさせる場合の欠席 

（２）非常災害、交通機関の途絶その他不可抗力によると認められる場合の欠席 

（３）看護師国家試験、准看護師試験、入学試験又は就職試験を受験する場合の欠席 

（４）健康診断（入学試験、就職試験を受験するためのものに限る。）を受診する場合の欠席 

（５）忌引きの場合の欠席 

    忌引きの日数  ア 一親等（父母、子供）        ３日 

            イ 二親等（兄弟、姉妹）        ２日 

            ウ 祖父母、伯（叔）父、伯（叔）母   １日 

            エ 配偶者               ５日 

（６）学校長が特別の事情があると認める欠席 

 

 



（入学の方法） 

第１３条 学則第１４条に規定する入学の方法は、次のとおりとする。 

（１）一般入学 ア 一般入学 

        イ 一般社会人入学 ２０歳以上の者 

（２）推薦入学 高等学校（中等教育学校を含む。）校長の推薦による者 

 （入学前の既修得科目の認定） 

第１４条 学則第１１条に規定する学校等は、次のとおりとする。 

  放送大学、その他の大学若しくは高等専門学校又は次に掲げる資格に係る学校若しくは養成所で、保

健師助産師看護師学校養成所指定規則（昭和２６年文部省・厚生省令第１号。以下「指定規則」という。）

別表第３及び第３の２に規定されている教育内容と同一内容の科目を履修した者の単位の認定につい

ては、本人からの申請に基づき個々の既修の学習内容を評価し、本校における教育内容に相当するもの

と認められる場合には、総取得単位数の２分の１を超えない範囲で本校においての履修に替えることが

できる。 

  ・歯科衛生士  ・診療放射線技師  ・臨床検査技師  ・理学療法士  ・作業療法士 

  ・視能訓練士  ・臨床工学技士  ・義肢装具士  ・救急救命士  ・言語聴覚士 

  なお、指定規則別表３備考２及び別表３の２備考３にかかわらず、社会福祉士及び介護福祉士法（昭

和６２年法律第３０号）第３９条第１号の規定に該当する者で本校に入学した者の単位の認定については、

社会福祉士介護福祉士学校職業能力開発校等養成施設指定規則（昭和６２年厚生省令第５０号）別表第４

に定める基礎分野に限り本人からの申請に基づき個々の既修の学習内容を評価し、本校における教育内容

に相当するものと認められる場合には、本校においての履修に替えることができる。 

 （転入学志願者） 

第１５条 第一看護学科・第二看護学科 

（１）学則第１８条第２項に規定する学校長が定める書類は、次のとおりとする。 

  ア 転入学志願者が現に在学し又は従前在学していた看護師養成所等（以下「従前在学校」という。）

の長が発行する既履修授業科目及び既修得単位数に関する証明書並びに成績証明書 

  イ 従前在学校の長が発行する健康に関する記録 

（２）学則第１８条第４項に規定する転入学者の既履修科目、既修得単位数及び修業必要年数は、次に掲

げる基準により教務会議を経て学校長が決定する。 

  ア 医療系学校からの転入学者 学則別表中の基礎分野及び専門基礎分野の科目並びに所定単位 

イ 修業必要年数は、転入学者の科目及び単位の修得状況による。 

２ 准看護科 

（１）学則第１８条第２項に規定する学校長が定める書類は、次のとおりとする。 

  ア 転入学志願者が現に在学し又は従前在学していた准看護師養成所等（以下「従前在学校」という。）

の長が発行する既履修授業科目及び既修得時間数に関する証明書並びに成績証明書 

  イ 従前在学校の長が発行する健康に関する記録 

 （氏名、住所等届） 

第１６条 学生・生徒は、入学後、本人、父母又は親族・保証人の氏名・住所等の記載事項を変更しよう

とするときは、学校長に氏名・住所等変更届を提出しなければならない。 

 （学校納入金） 

第１７条 学則第２９条に基づく受験料、入学金、授業料及びその他の納入金の金額については、学校運

営委員会が決定する。 

２ 学生・生徒は、在学中に授業料等について改正があった場合は、以後改正後の金額を納入しなければ

ならない。 

３ 休学期間中は、授業料を徴収しない。ただし、当該期間中は、別に定める金額を納入しなければなら

ない。 

 

 

 



 （表彰） 

第１８条 学則第３０条の規定により、学校長は、次の表彰を行うことができる。 

  ア 学校長賞：品行方正かつ学業成績優秀である者 

  イ 皆勤賞：在学期間を通じて、無遅刻、無欠席の者 

 （防災） 

第１９条 非常災害時に対応するため年１回避難訓練を実施する。 

２ 非常災害に遭遇したときは、学校長の指示に従い所定の避難場所へすみやかに移動する。 

３ 防災管理については、別に定める。 

 （会議） 

第２０条 学則第２７条に規定する会議は、次のとおりとする。 

（１）学校運営委員会 

（２）学校問題処理委員会 

（３）入試委員会 

（４）教務会議 

（５）履修・単位認定会議；進級認定会議 

（６）卒業認定会議 

（７）臨床実習指導者会議 

（８）点検評価委員会 

（９）学校評価委員会 

（10）講師会議 

２ 前項に規定する各会議の内容は、それぞれの規程で定める。 

 （雑則） 

第２１条 図書管理及び校舎管理に関する規定は、別に定める。 

２ この細則に定める届出事項は、別に定める様式によるものとする。 

 

     附  則 

  この細則は、平成２０年９月２２日から施行する。 

  この細則は、令和４年４月１日から施行する。 

  この細則は、令和５年４月１日から施行する。 


